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1 ．概要
　再生可能エネルギーの固定価格買取制度（Feed-in Tariff）は再生可能エネ
ルギー政策の一つであり、再生可能エネルギーで発電された電気を一定価格、
一定期間での買取りを電力会社に義務づけ、その買取費用を一般需要家に転嫁
する制度である。現在 100 近い国と地域が採用し、ドイツ、スペイン、日本、
中国などを中心に、多くの発展途上国でも採用されている（REN21 （2014））。
日本においては、2010 年から非事業用太陽光発電の余剰電力買取りを、2012
年から太陽光および陸上風力、中小水力、バイオマス、地熱の全量電力買取り
を、2014 年から洋上風力の全量電力買取りを、それぞれ運用開始している1。
　さて、本稿ではカナダ・オンタリオ州における固定価格買取制度がコミュニ
ティ政策と結びついていることについて考察を加える。再生可能エネルギー政
策とコミュニティー政策とが密接に関わった事例であり、研究ノートとして残
すことに意義があると考えられる。そもそもカナダは、エネルギー資源国で、
石油、天然ガス、石炭、ウランに加えて水力資源も豊富である。近年はタール
サンドやシェールオイル、シェールガスの開発も盛んである。エネルギー自給
率（一次エネルギー供給量）は約 160％で、エネルギー輸出国でもある（IEA
（2013））。そうした中で、再生可能エネルギーは温室効果ガスを削減に寄与す
1 道満（2013）、環境エネルギー政策研究所編（2014）などを参照。また洋上風力
発電については、http://www.meti.go.jp/press/2013/03/20140325002/20140325002.
pdf も参照。
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るばかりでなく、エネルギー資源の輸出余力を高めるエネルギー源として重要
な位置を占めている。
　研究対象としてカナダ・オンタリオ州について分析を行うのは、⑴オンタリ
オ州の固定価格買取制度そのものはドイツや日本で採用されているような制度
的な普遍性がある一方で特色ある取り組みがなされていること、⑵カナダが北
米で一般的な連邦制を採用しているためにエネルギー政策における連邦政府と
州政府のガバナンス構造に特殊性があること、⑶北米で今日的な（すなわちド
イツが導入して以降の一般的な）固定価格買取制度を初めて導入したこと、⑷
制度の構想段階からコミュニティベースの事業を重視しようとしていたことが
理由として挙げられる。
　カナダにおいては、オンタリオ州が 2009 年からグリーンエネルギー法に基
づいて、再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度を導入している。カナダ
では州政府が電気事業および再生可能エネルギー政策の権限を有している（海
外電力調査会（2008））。オンタリオ州の固定価格買取制度においては、太陽光、
風力、中小水力、バイオマスが買取対象である。制度的には、先住民およびコ
ミュニティへの買取価格優遇や、ローカルコンテンツ要求を設けるなどの他国
と違う特殊性がある2。
2 ．課題設定と議論の組み立て 
　本稿では、カナダ・オンタリオ州における固定価格買取制度を概観した上で、
固定価格買取制度およびそれと関連する制度とコミュニティの発展との関係性
について考察を試みる。
　カナダ・オンタリオ州の固定価格買取制度においてはいくつかの特殊性があ
る。一つは、連邦政府ではなく、州政府が主体となっていることである。ドイ
ツや日本、スペインなどの国は中央政府が固定価格買取制度を導入しているが、
カナダでは連邦制が敷かれ、電力政策の権限は原子力を除いて州政府が有して
2 オンタリオ州における固定価格買取制度では中小水力発電の対象となる設備容量
は 50 万 kW 以上である。一方で日本では 30 万 kW である。
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いる。中央政府ではなく、地方自治体が導入する事例は、米国やインドなどで
も見られるが、その中でもある一定の効果を残してきているのがオンタリオ州
だと言える。こうしたガバナンス構造の特殊性がエネルギー政策、特に再生可
能エネルギーに対してどのように影響を与えているのかが一つの分析対象とな
り得る。
　また、地域政策、公共政策等の側面で見た場合、先住民やコミュニティの発
展を重視した政策となっていることにまた特殊性がある。理念や歴史的経緯な
どを背景としながらも、制度・政策的な支援が、先住民やコミュニティが主体
となって行われている再生可能エネルギー事業に対して行われていることは特
筆すべき点である。これらの支援制度は固定価格買取制度における優遇措置や
それと関わるファイナンスの支援といった経済的な支援と、州政府および関係
する地域の NPO による教育や事業構築などの社会的な支援があるが、本稿で
は前者について触れたい。後者は古屋（2012）なども参考にされたい3。
　さらに、貿易政策、国際経済学的な観点から見た場合、ローカルコンテンツ
要求が固定価格買取制度において明記されたことは特殊性を要していた。同時
に、本制度がローカルコンテンツに関わる WTO の紛争として WTO における
パネル（小委員会）及び上級委員会で初めて扱われ、それによって域内調達率
の引き下げ（2013 年）、ローカルコンテンツ要求の撤廃（2014 年）の制度的
な変更を余儀なくされたということは触れざるを得ないだろう。本稿ではこの
議論の過程を分析対象とはしないが、次の論文での課題としたい。
　さて、筆者は、道満（2012）などで、日本における再生可能エネルギー促
進政策の政策決定過程の比較を行ってきた。日本の経済産業省は 2011 年に発
3 古屋（2012）では、固定価格買取制度をはじめとした経済的な支援と、教育や事
業構築などの社会的な支援について言及されている。後者で代表的なプログラムと
してあげられているのがコミュニティ・エネルギー・パートナーシップ・プログラム
（CEPP）で、事業構築の補助と教育プログラムへの補助がある。教育活動への補助
では最大 50 万カナダドルが割り当てられ、その一部が助成されている。また同論文
では、再生可能エネルギーの政策提言や普及啓発、能力開発支援を行い、CEPP ヘ
の申請前段階のサポートを行う NPO のオンタリオ持続可能エネルギー協会（Ontario 
Sustainable Energy Association、OSEA）の活動も紹介されている。
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生した東日本大震災および福島第一原子力発電所事故が発生する以前は、太陽
光発電以外を買取価格 15 ～ 20 円、買取期間 15 ～ 20 年とする固定価格買取
制度を構想していたが、震災を経て発電種や規模に応じたコストベースを重視
する固定価格買取制度を変更された。とはいえ、現在もコミュニティ主体の再
生可能エネルギービジネスを促進させるという意図はあまり見られない。そ
の上、中央政府がエネルギー政策の権限を持っている。こうした部分について
は、日本とカナダあるいはオンタリオ州との比較を行う必要がある。またオン
タリオ州の再生可能エネルギー政策について触れた先行研究としては、和文で
は現状は古屋（2012）のみであるが、英文では Adachi and Rowlands （2010）、
Mabee 他 （2011）、Stokes （2012）などがある。
3 ．カナダ・オンタリオ州におけるエネルギー政策の現状　
　カナダ・オンタリオ州の再生可能エネルギー政策について論じる前に、まず
カナダにおけるエネルギー政策の状況について概観しておかねばならない。日
本と異なり、カナダにおけるエネルギー政策では、連邦政府ではなく、州政府
が非常に強い権限を持っている。本稿の主題となる固定価格買取制度も州政府
が定める法律である。次に、連邦政府全体のエネルギー供給や電源構成の状況
について触れる。最後に、オンタリオ州以外の固定価格買取制度の状況、およ
び RPS 制度導入の状況について触れたい。
⑴　カナダにおけるエネルギー政策のガバナンス構造
　Mendonça 他（2009）で、「カナダ連邦政府で固定価格買取制度が存在しな
い理由は特異な政策の歴史があるからである」という記述がある。これは、カ
ナダにおけるエネルギー産業の歴史と深く関係していると言える4。こうした
4 カナダにおける電力エネルギー産業の歴史については、海外電力調査会（2008）
にもあるように、地域の自家発電設備を中心とした企業が地域単位で集権化され、最
終的には世界規模の電力会社が州営で運営されるようになっている。オンタリオ州
においてはエネルギー競争法が施行された 1998 年までの間、この体制が続くことに
なる。
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事象の一つとしてカナダ憲法でエネルギー政策の権限が定められている5。
　第 92A 条（非再生生天然資源、森林資源及び電力エネルギーに関する法律）
では、第 1 項では①州内の天然資源の探査、②州内の非天然資源及び森林資
源の開発、保全及び管理、③電力エネルギー生産のための州内の用地及び施設
の開発、保全及び管理について州議会が法律制定の権限を要することが示され
ている。第 2 項では、④天然資源、森林資源および電力エネルギーの州からカ
ナダの別の州への輸出について、第 4 項では⑤森林資源および電力エネルギー
への課税件についてそれぞれ州議会の権限が明記されている。
　IEA（2010）では、「天然資源の管理・開発」、「通商」、「電気事業（再生可
能エネルギーも含む）」、「原子力」、「環境問題への対応」、「エネルギー R ＆ D、
エネルギーセキュリティ等」に分類して、連邦政府および州政府の権限につい
て整理している（図表 1）。それによると、国際取引や国際交渉、国家単位と
なるエネルギーセキュリティが絡む政策および原子力については連邦政府、州
（あるいは準州）に関わる政策および電気事業（再生可能エネルギーを含む）
は州政府となっている。
　カナダ憲法にも明記されているように、本稿に関わる電気事業および再生可
能エネルギーについての政策は州政府に大きな政策決定権がある。
5 カナダ憲法第 92A 条でエネルギー政策の権限に関する記述が見られる。
http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_3487777_po_201101d.pdf?contentNo=1
天然資源の
管理・開発
通商
電気事業
（再生可能エネ
ルギーも含む）
原子力
環境問題へ
の対応
エネルギー R
＆ D、エネル
ギーセキュリ
ティ等
連邦政府
○
（フロンティア地域）
○
（国際取引）
× ○
○
（国際環境問題）
○
州政府
○
（州内）
△
（州内取引）
○ ×
○
（州内環境問題）
×
図表 1　カナダのエネルギー政策における権限
（出典）海外電力調査会（2008）、IEA（2010）から筆者作成
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　もっとも、歴史的に見ると、カナダの多くの州では州営の電力会社が存在し
ていた。多くは水力発電事業が最初の事業であり、オンタリオ州においても州
営の電力会社は 1906 年に設立されたオンタリオ・ハイドロに起源を持つ。オ
ンタリオ・ハイドロは水力以外にも、火力、原子力といった発電事業と送電事
業、小売事業を行っていたが、2000 年前後の電力市場改革で発送電分離と電
力事業の自由化が行われている6。
⑵　連邦全体およびオンタリオ州における電力構成の現状
　次にカナダ全体およびオンタリオ州の電力分野における発電量の現状につい
て触れていきたい。
　カナダの連邦全体の電力の発電割合に着目すると、2012 年時点で、石炭が
63.68TWh（10％）、石油が 6.98 TWh（1.1％）、天然ガスが 67.54 TWh（10.6％）、
原子力が 94.86 TWh（15.0％）、水力が 380.51TWh（60.0％）、太陽光、風力、
バイオマス等の水力を除く再生可能エネルギーが 20.77 TWh（3.3％）となっ
ている（図表 2）。6 割を占めることから分かるように大規模水力発電が中心
となる電源である。
　また、オンタリオ州における設備容量の現状としては、再生可能エネルギー
が 1849MW（6%）、水力が 7939MW（24%）、天然ガスが 9920 MW（30%）、
原子力が 12947 MW（39%）、石炭火力 306 MW（1%）となっている。発電
量では、再生可能エネルギー 3%、水力 22%、天然ガス 15%、原子力 57%、
石炭火力 3% となっている（図表 3）。なお、オンタリオ州は 2014 年 4 月に石
炭火力発電所を全廃したと発表したため、現在石炭火力発電は行われていない7。
⑶　オンタリオ州以外での再生可能エネルギー政策の現状
　オンタリオ州以外に固定価格買取制度を導入しているのはノバスコシア州
6 海外電力調査会（2008）参照。
7 オンタリオ州政府のプレスリリースを参照。
http://news.ontario.ca/mei/en/2014/04/creating-cleaner-air-in-ontario-1.html
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である。2011 年に Community-Based Feed-in Tariff とよばれる制度を導
入しており、市町村、先住民、協同組合、大学、地域経済開発投資ファンド
（CEDIFs）、そして NPO などの事業の支援を目的としている。対象となる電
源は、風力、小規模潮力、中小水力、バイオマス（電熱併給）である。買取価
格は、50kW 以下の小型風力で 49.9 カナダセント/kWh、50kW より大きいも
ので 13.1 カナダセント/kWh、小規模潮力で 65.2 カナダセント/kWh、中小水
力で 14.0 カナダセント/kWh、バイオマス（電熱併給）で 17.5 カナダセント
/kWh である。州政府では 2015 年までに 25%、2020 年までに 40％を電力に
占める再生可能エネルギーの割合にすることを目標としている8。
　一方で RPS 制度を採用した州は、2004 年に採用したオンタリオ州、ノバ
8 ノバスコーシア州による “Community Feed-In Tariff Program Facts” を参照。
http://energy.novascotia.ca/sites/default/ﬁles/comﬁt_facts.pdf
図表 2　カナダにおけるエネルギー源別発電量（2012 年）
（出典）IEA（2014）から筆者作成
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図表 3　オンタリオ州における各電源の設備容量（2014 年）と発電量（2013 年）
（出典）IESO、Ontario Energy Board
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スコシア州、プリンスエドワード島に加え、ブリティッシュコロンビア州が
2007 年に採用している。また、アルバータ州、マニトバ州、ケベック州も採
用している9。
4 ．オンタリオ州における再生可能エネルギー政策の展開　
　次にカナダにおける再生可能エネルギー政策の展開と固定価格買取制度の制
度枠組みを概観していきたい。オンタリオ州においては、2004 年に RPS 法が
導入され、2006 年には再生可能エネルギー標準契約プログラム（Renewable 
Energy Standard Offer Program（RESOP））が導入され、それらが 2009 年
に施行されたグリーンエネルギー法（Green Energy Act）へと繋がっている。
⑴　オンタリオ州における再生可能エネルギー政策の変遷
　そもそもであるが、固定価格買取制度を含む再生可能エネルギー促進政策導
入の目的の一つは気候変動への対応である。オンタリオ州は 2007 年に 1990
年比で、2014 年までに 6％、2020 年までに 15％、2050 年までに 80％の温室
効果ガスを削減することを掲げている10。再生可能エネルギーを含む低炭素型
発電の比重を増やす一方で、石炭火力発電所を 2014 年に全廃している11。
　その上で、オンタリオ州における再生可能エネルギー政策の変遷を語る上
でまず重要になるのは、1990 年代後半から 2003 年に行われた電気事業の
9 REN21（2014）参照。なお、オンタリオ州における RPS 制度は Request for 
Proposal（RFP）と呼ばれ、2006 年の再生可能エネルギー標準契約プログラム
（RESOP）施行後は RFP の中で設定された目標値が大きな役割を果たしてきた。
2013 年以降固定価格買取制度（FIT）の対象から 500kW 以上の大規模の再生可能
エネルギーが対象から外れたが、2015 年 1 月現在、これらを調達対象とする大規模
再生可能エネルギー調達を目的とした新たな制度（Large Renewable Procurement 
Request for Proposals）を構築している段階である。
http://www.powerauthority.on.ca/large-renewable-procurement
10 オンタリオ州環境委員会のレポートの２ページで GHG 削減目標が示されている。
http://www.eco.on.ca/uploads/Reports-GHG/2013/2013GHG.pdf
11 2014 年４月、石炭火力発電所の全廃をオンタリオ州が発表した。
http://news.ontario.ca/mei/en/2014/04/creating-cleaner-air-in-ontario-1.html
123
千葉大学　公共研究　第 11 巻第１号（2015 年３月）
再編と電力自由化である。州営の電力会社であったオンタリオ・ハイドロが
1998 年のエネルギー競争法のもとに、発電事業のオンタリオ発電会社（OPG）
と、送配電部門のオンタリオ・ハイドロ・サービスに分社化された。その後、
2004 年の電力再編法によってオンタリオ州電力庁（Ontario Power Authority
（OPA））が設置された12。
　2004 年に RPS（Renewable Portfolio Standard）制度が導入されている。
電気事業者に対して、毎年その販売電力量に応じた一定割合以上の再生可能エ
ネルギーから発電される電気の利用を義務付けた制度である。オンタリオ州で
は、この RPS 制度に基づく調達目標として、2007 年までに電力の 5％、2010
年までに 10％を再生可能エネルギーで発電することを定めていた（REN21
（2007））。
　2006 年には、再生可能エネルギー標準契約プログラム（Renewable Energy 
Standard Offer Program （RESOP））を導入した。これは、固定価格買取制
度の一種と言われている。10MW 以下の事業を支援し、太陽光、風力、水力、
バイオマスを対象とし、買取価格は太陽光以外が 11 カナダセント/kWh、太
陽光が42カナダセント/kWhであった。また、水力とバイオマスについてはピー
ク時には 3.5 カナダセント/kWh 上乗せされた。
　2008 年から固定価格買取制度の導入に向けた動きが活発化した。RESOP
は当初 10 年間で 100 万 kW を目標に再生可能エネルギーの導入を行う計画
であったが、2006 年 11 月から 2008 年 6 月までに 149 万 kW が導入された13。
そのため、制度変更が不可避となり、新たな固定価格買取制度の導入に向け
12 なお、2015 年に組織改編が行われ、OPA はオンタリオ独立系統運用機関（IESO）
と合併し、OPA の機能は合併後の IESO に引き継がれた。
http://www.ieso.ca
13 OPA の“A Progress Report on Electricity Supply （Second Quarter 2008）”を参照。
http://www.powerauthority.on.ca/news/progress-report-electricity-supply-second-
quarter-2008 
なお、数値目標と実際の導入量の誤差については、Yatchew and Baziliauska（2011）
で言及されているが、開発業者の申し込みが殺到したことが挙げられ、中には
RESOP に適用させるために規模を分割したものも見られている。
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た準備が進められた。2009 年 10 月にグリーンエネルギー法（Green Energy 
Act、2009 年 5 月成立）に基づいて、小規模のものだけではなく、中・大規模
発電も含めた本格的な固定価格買取制度が開始された（FIT1.0）。太陽光、風力、
中小水力、バイオマスを買取対象として、RESOP における買取価格・期間の
見直すとともに、先住民・コミュニティへの優遇政策やローカルコンテンツ要
求の明示が行われた。2012 年に制度導入から 2 年が経ち、制度調整が行われ
た（FIT2.0）14。具体的には、価格が大幅に下落した太陽光および風力発電の
買取価格の引き下げ（例えば、太陽光の規模別買取価格の区分の調整や 10kW
以下の太陽光発電（屋根用、地面共に）の 20 カナダセント/kWh の引き下げ）
を行ったほか、先住民やコミュニティ参加を重視する観点から再生可能エネル
ギープロジェクトへの優遇措置の価格の見直し、先住民やコミュニティ参加プ
ロジェクトの手続きの優先といった運用面での見直しが行われた15。
　2013 年には、WTO でのローカルコンテンツに関する裁定を経て、制度調
整が行われた（FIT3.0）。具体的には、買取価格の見直しと、ローカルコンテ
ンツ要求の実質的な廃止である16。
14 大臣指令（2012 年 4 月 5 日、および 2012 年 7 月 11 日）によって買取価格の変
更などの制度調整が行われた。
http://www.powerauthority.on.ca/sites/default/files/page/FIT-ReviewApril-2012.
pdf
http://powerauthority.on.ca/sites/default/files/news/document-2012-08-10-082759.
pdf
15 この改正から先住民やコミュニティ参加の再生可能エネルギープロジェクトへの
優遇措置の対象として、地方自治体・公共部門（主に公立大学、および公立の学校、
病院、介護施設などの公共施設）が対象に追加された。
16 大臣指令（2013 年 6 月 12 日）において、ローカルコンテンツ要求の修正などを
中心に、固定価格買取制度の制度変更が言及されている。
http://powerauthority.on.ca/sites/default/files/MC-2013-1450-DirectionRenewable 
EnergyProgram.pdf 
　2013 年 10 月 9 日より FIT3.0 が開始されている。500kW 以上は FIT の対象外と
なる大幅な制度変更も行われた。
http://ﬁt.powerauthority.on.ca/program-resources/program-archives/version%203
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⑵　オンタリオ州における固定価格買取制度の制度枠組み
　オンタリオ州における固定価格買取制度の制度枠組みを整理しておきたい。
オンタリオ州の固定価格買取制度の特徴を考えると、⑵先住民やコミュニティ
参加プロジェクトへの優遇措置、⑶ローカルコンテンツ要求が具体的には挙げ
られる。⑴基本的なスキームと買取価格について整理した上で、これらについ
て触れていきたい。
基本的なスキームと買取価格
　先住民やコミュニティへの優遇価格とローカルコンテンツ以外の基本的な
枠組みについて、まず整理したい。買取りの対象となるのは、太陽光、風力、
中小水力、バイオマス（バイオガスや廃棄物ガスを含む）で発電された電力
で、20 年間同じ固定価格で買取を行う（図表 4）。小規模のコミュニティ向け
で 10kW 以下の micro-FIT と、事業用で 10kW 以上の Feed-in Tariff という
2 つに分類されている。主に micro-FIT は家庭や小規模の事業者向けであり、
Feed-in Tariff は大規模事業者向けである。買取価格や制度変更はオンタリオ
州のエネルギー大臣指令などをもとにして、OPA が定めるとされている17。
先住民やコミュニティ参加の再生可能エネルギープロジェクトへの優遇措置
　先住民は、2011 年カナダ全体で、約 140 万人が認定されており、これは全
人口の 4.3％にあたる18。また、先住民はファーストネーションズ、先住民と
ヨーロッパ系住民の混血のメティス、北極海地域中心のイヌイット、その他に
分類され、それぞれ 85 万人（60.8％）、45 万人（32.3％）、6 万人（4.2％）、4 万人
17 FIT は 2014 年 9 月 30 日、micro-FIT は 2015 年 1 月から価格の変更がなされて
いる（Extended FIT 3.0）。
http://fit.powerauthority.on.ca/sites/default/files/version3/FIT%20Price%20
Schedule%202014-09-30.pdf
18 カナダ政府ホームページによる。
http://www12.statcan.gc.ca/nhs-enm/2011/as-sa/99-011-x/2011001/tbl/tbl01-eng.
cfm
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弱（2.7％）である。オンタリオにおける先住民の人口は、約 30 万人で、オンタ
リオ州の人口の 2.4％にあたる。また、オンタリオにおける先住民の人口はカ
ナダ全体の先住民人口の 21.5％にあたり、これはすべての州の中で最も多い19。
（単位：カナダ¢ /kwh）
発電種別 発電容量
買取価格
（2010）
買取価格
（2012）
買取価格＊
（2013）
買取価格＊
（2014）
太陽光
（屋根）
10kW 以下 80.2 54.9 39.6 38.4
10-100kW 71.3
（10kW-250kW） 54.8 34.5 34.3
100-500kW 63.5
（250-500kw） 53.9 32.9 31.6
500kW 以上 53.9 48.7 ― ―
太陽光
（地面）
10kW 以下 64.2 44.5 29.1 28.9
10kW-500kW 44.3 38.8 28.8 27.5
500kW-5MW
44.3
 35
― ―
5MW 以上 34.7
風力 全容量 13.5 11.5 11.5 12.8
中小水力
10MW 以下 13.1 13.1
14.8 24.6
10MW-50MW 12.2 12.2
バイオマス
10MW 以下 13.8 13.8
15.6 17.5
10MW 以上  13  13
バイオガス
（牧場）
100kW 以下 19.5 19.5 26.5 26.3
100kW-250kW 18.5 18.5  21 20.4
バイオガス
（その他）
500kW 以下  16  16
16.4 16.8500kW-10MW 14.7 14.7
10MW 以上 10.4 10.4
廃棄物系ガス
10MW 以下 11.1 11.1
 7.7 17.1
10MW 以上 10.3 10.3
図表 4　オンタリオ州の固定価格買取制度における買取価格
＊ 2013 年以降は原則的に 500kW が上限となっている。
（出典）Ontario Ministry of Energy （2012）および OPA 資料から
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　先住民や地域コミュニティ参加の再生可能エネルギープロジェクトに対して
は、通常の買取価格より高い買取価格が適用される優遇措置がなされている（図
表 5および図表 6）。これは、特に資金調達に課題のある先住民や協同組合に
対して支援することが目的だと言える20。
　また、先住民に対しては、固定価格買取制度による優遇措置だけではな
く、⑴債務保証プログラムや⑵先住民エネルギーパートナーシッププログラ
ム（Aboriginal Energy Partnerships Program）が導入されている。先住民
エネルギーパートナーシッププログラムの先住民再生可能エネルギーファン
19 カナダ政府ホームページによる。
http://www12.statcan.gc.ca/nhs-enm/2011/as-sa/99-011-x/2011001/tbl/tbl02-eng.
cfm
　 先住民参加 コミュニティ参加 地方自治体・公共部門
参加度（所有） 50％以上 15-50% 50％以上 15-50% 50％以上 15-50%
付加価格（¢/kWh） 1.5 0.75 1 0.5 1 0.5
図表 6　2012 年以降の先住民・コミュニティ参加への優遇価格
（出典）Ontario Ministry of Energy （2012）
（出典）OPA 資料
（カナダ¢ /kWh）
　
先住民参加へ
の最大加算額
コミュニティ参加
への最大加算額
風力  1.5  1.0
太陽光
（屋根用以外）
 1.5  1.0
水力  0.9  0.6
バイオガス  0.6  0.4
バイオマス  0.6  0.4
廃棄物発電  0.6  0.4
図表 5　2012 年以前の先住民・コミュニティ参加への優遇価格と参加率による補助
率の変化
参加率 優遇価格の加算率
50～100％ 全額加算の対象
40～49％ 価格加算の80～98％を対象
25～39％ 価格加算の50～78％の対象
10～24％ 価格加算の20～48％を対象 
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ド（Aboriginal Renewable Energy Fund、AREF）では、再生可能エネルギー
のプロジェクト数に応じて事業開発や組織構築などに対して支援されている21。
また、コミュニティ参加のプロジェクトに対しても、コミュニティ・エネルギ ・ー
パートナーシップ・プログラム（CEPP）という制度が導入されており、同様
の支援がなされている22。
　こうした取り組みは先住民を含めたコミュニティベースでの経済社会を形成
することを目的としている。これは同時に、中央集権型の電力システムから、
分散ネットワーク型の電力システムへの移行を促す面もある。
ローカルコンテンツ要求の実際
　オンタリオ州における固定価格買取制度では、2013 年までローカルコンテ
ンツ要求を含む内容となっていた。ローカルコンテンツ要求とは、外国企業の
進出に際し、受け入れ国が一定の割合以上の部品等の現地調達を義務づけるこ
とを言う。再生可能エネルギー分野では、過去に中国の風力発電に対するもの
があったが、WTO で最終的な判断に至ったのは初めてである。オンタリオ州
の固定価格買取制度におけるローカルコンテンツ要求は、原材料や部品だけで
はなく、サービス分野も対象としている23。
　日本（2010 年 9 月）と EU（2011 年 8 月）がそれぞれ、GATT（関税及び
貿易に関する一般協定）の内国民待遇義務などに反するとして WTO に提訴し
20 先住民や地域コミュニティ参加プロジェクトに対する支援の根拠が下記で示され
ている。
http://ﬁt.powerauthority.on.ca/program-resources/faqs/aboriginal-participation 
http://ﬁt.powerauthority.on.ca/program-resources/faqs/community-participation 
　このうち、先住民参加およびコミュニティ参加のプロジェクトについては、参加
率 15％以上出なければ優遇措置を受けることができない。またコミュニティ参加の
プロジェクトは micro-FIT のプロジェクトであれば 35 人、FIT のプロジェクトであ
れば 50 人以上の協同組合（Co-op）で構成されなければならないとされている。
21 下記のリンクを参照。
http://www.aboriginalenergy.ca/aboriginal-renewable-energy-fund　
22 下記のリンクを参照。
http://www.communityenergyprogram.ca/Home.aspx
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た24。2013 年 5 月に WTO で最終的な判断がなされ、カナダ連邦政府、およ
びオンタリオ州に対してローカルコンテンツ要求廃止についての是正が勧告さ
れた25。
　この勧告に従い、州政府は州内調達率の引き下げを行った。これまで固定価
格買取制度を適応するためには、50 ～ 60％を満たす必要があったが、WTO
の裁定後は 20 ～ 30％程度と引き下げられた（図表 7および図表 8）。このよ
うに、WTO の裁定により、ローカルコンテンツは「事実上」撤廃されている。
また、日本など提訴国はローカルコンテンツの早期完全撤廃に向けて、カナダ
連邦、オンタリオ州政府への働きかけを強めた26。2014 年、ローカルコンテ
ンツ要求は完全撤廃となった。
5 ．カナダ・オンタリオ州と日本の固定価格制を巡る制度比較
　カナダ・オンタリオ州における固定価格買取制度は、制度的にコミュニティ
参加の事業を促進する側面を持っている。では、日本の固定価格買取制度と比
較した場合、どのような違いがあるのか、比較検証をしていきたい。
　おもに 3 点に集約したい。⑴規模別の買取価格の設定、⑵コミュニティ参
加プロジェクトへの優遇措置について、⑶ファイナンススキームでの公的支援
について言及したい。
23 ローカルコンテンツ要求については OPA のホームページ（http://ﬁt.powerauthority.
on.ca/contract-management/domestic-content-plan-v2）を参照のこと。またサービスが
対象となっていることについては、OPA のホームページで公開されている申請用紙（http://
ﬁt.powerauthority.on.ca/program-resources/contract-exhibits-and-forms）でも確認で
きる。
24 日本、EU の WTO 協議要請に関しては下記のリンクを参照。
http://www.meti.go.jp/press/20100913004/20100913004.html
http://trade.ec.europa.eu/doclib/press/index.cfm?id=732
25 WTO の ホ ー ム ペ ー ジ（http://www.wto.org/english/tratop_e/dispu_e/cases_e/
ds412_e.htm、http://www.wto.org/english/tratop_e/dispu_e/cases_e/ds426_e.htm）
で紛争パネルの結果が示されている。
26 経済産業省資料（http://www.meti.go.jp/press/2014/05/20140514005/20140514005-2.
pdf）を参照。
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⑴　買取価格の規模別設定について
　日本の固定価格買取制度では、規模別の価格設定を行っていない。固定価格
買取制度を導入した「電気事業者による再生可能エネルギーの調達に関する特
別措置法」（再生可能エネルギー促進法）の第 3 条 1 項では「経済産業大臣は、
毎年度、当該年度の開始前に、電気事業者が次条第一項の規定により行う再生
可能エネルギー電気の調達につき、経済産業省令で定める再生可能エネルギー
発電設備の区分、設置の形態及び規模ごとに、当該再生可能エネルギー電気の
一キロワット時当たりの価格（以下「調達価格」という。）及びその調達価格
による調達に係る期間（以下「調達期間」という。）を定めなければならない。」
と規定している。すなわち、規模による価格差が生じた場合は調達価格区分を
設けて価格差をつけることが必要になる。
　調達価格等算定員会では、25 年度に引き続き 26 年度も、50 ～ 500kw の
太陽光発電の区分を新設して価格差を設けるべきではないかという議論が行
われたが、この議論は採用されなかった。しかし、出力規模によりシステム
　
FIT Project Micro-FIT Project
風力（10kW 以上） 太陽光（10kW 以上）太陽光（10kW 以下）
2009 年 25% 50% 40%
2010 年 25% 50% 40%
2011 年 25% 60% 60%
2012 年以降 50% 60% 60%
図表 7　WTO裁定以前の域内調達率
（出典）OPA 資料より整理
風力
太陽光
結晶シリコン型 薄膜型 電子回路組み込み型
20% 22% 28% 19%
図表 8　WTO裁定後の域内調達率（2013 年）
（出典）OPA 資料
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価格が異なることが運転開始設備のデータから明らかになってきている27。平
成 25 年 10-12 月期において 1000kW 以上の太陽光発電システムの費用は
27.5 万円/kW であったが、50kW 未満は 36.9 万円/kW であり、10 万円程度
の差があった。平成 24 年の同時期のシステム価格差はさらに大きく、約 15
万円もあったため、本来は平成 25 年度調達価格の段階での見直しが必要だっ
たのではないか。価格差が存在するにもかかわらず、同じ買取価格を適用して
いるため、大規模な事業が優遇されることになった。この結果、2000kW 以上
の太陽光の設備認定が 1000 万 kW 以上に達している一方で、 50kW ～ 500kW
の設備認定は 150 万 kW しかなく、大きな偏りを見せている28。
　これにより、通常、小規模のコミュニティベースで重視される小規模の発電
設備（特に太陽光発電で低圧から高圧に変わる 50kW 以上のものでかつ規模
が比較的小さい物）の事業の採算性に対して懸念が示されている。
　他方で、オンタリオ州での価格設定では 10kW 以上の買取価格が一律の日
本とは異なり、10kW 以上の事業についても規模別価格設定を採用している。
これによりコミュニティパワーへの支援の下地ができている。
⑵　コミュニティ参加プロジェクトへの優遇措置について
　オンタリオ州での固定価格買取制度の一つの特徴は、以前に触れた通り、協
同組合（Co-op）や先住民が一定割合以上参加しているプロジェクトに対して、
通常の買取価格に上乗せして優遇していることである。電力発電の kWh あた
り 0.5 ～ 1.5 カナダ¢を通常の事業よりも優遇することで、大企業中心のプロ
ジェクトよりも調達コストや開発コストがかかるコミュニティパワーへの支援
を行っている。
　オンタリオ州では 2006 年から採用された標準契約プログラム（RESOP）
27 経済産業省資料（http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shoene_shinene/
shinene/kaitoriseido_wg/pdf/002_01_00.pdf）を参照。
28 環境エネルギー政策研究所「固定価格買取制度（FIT）への提言～平成 26 年度調
達価格および制度運用の課題～」
http://www.isep.or.jp/library/6043
132
カナダ・オンタリオ州の再生可能エネルギー政策とコミュニティ
では 10MW 以下の事業に対して支援してきた29。すなわち、単に再生可能エ
ネルギー普及だけではなく、コミュニティパワーの支援と地域政策との結びつ
きが見られる。
　こうした固定価格買取制度における優遇措置はまだ日本では見られない。だ
が長野県や飯田市などで地域政策と結びついている側面はある。このうち飯田
市では、市民ファンドを活用した再生可能エネルギー推進のまちづくりを進め、
2013 年には「飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくり
に関する条例」を制定し、こうした動きをより促進させている30。飯田市の再
生可能エネルギー条例では「地域環境権」を定義し、飯田市はこの「地域環境権」
について「再エネ資源は市民の総有財産。そこから生まれるエネルギーは、市
民が優先的に活用でき、自ら地域づくりをしていく権利がある」としている31。
もっとも飯田市の再生可能エネルギー条例は固定価格買取制度を前提としてい
29 OPA による公式ホームページは廃止されているが、現地の再生可能エネルギー系
の NGO により紹介がなされている。
http://www.ontario-sea.org/Page.asp?PageID=1226&SiteNodeID=284
30 飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例
http://www.city.iida.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/e706RG00001277.html
31 飯田市の田中氏資料参照。
http://www.isep.or.jp/wp-content/uploads/2013/07/IidacityTanaka130806.pdf
＊ 2012 年は 6 月末までの集計
（出典）Stokes （2013）における整理による
図表 9　オンタリオ州における再生可能エネルギー設備の導入量
（左）と設備認定数
風力
太陽光
風力
太陽光
年 年
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て、具体的な施策として、住民参加の深化や専門家による事業化のサポート、
地域公共再生可能エネルギー活用事業への市の基金から調査費用の無利子貸付
けなどが挙げられる。飯田市の事例は日本におけるコミュニティパワーの支援
の先進事例としてあげられるが、固定価格買取制度における優遇措置という点
ではまだ日本には存在していない。
　東北の震災復興や地方自治体の自立に向けてこのような仕組みが導入される
と、再生可能エネルギーの促進のみならず、地域でお金を回す仕組みが構築で
き、地域活性化がより促進されるだろう。
⑶　コミュニティパワーへのファイナンススキームでの公的支援
　コミュニティパワーへの支援で重要なプロセスの一つは資金調達である。オ
ンタリオ州では、先住民およびコミュニティ参加のプロジェクトに対する公的
支援が行われている。先住民の場合は先住民融資保証プログラム（Aboriginal 
Loan Guarantee Program、ALGP）や先住民エネルギー・パートナーシッ
プ・プログラム（Aboriginal Energy Partnerships Program）、コミュニティ
参加の場合はコミュニティ・エネルギー・パートナーシップ・プログラム
（Community Energy Partnerships Program、CEPP）が導入されている。
　先住民融資保証プログラムは、オンタリオ金融庁（The Ontario Financing 
Authority）に電力庁が参画する形で、2009 年から開始された。制度としては、
5000 万カナダドルを上限に、最大 75％の株式を保有する先住民参加の企業に
対して債務保証がなされる32。この制度の結果、資金力や経済的な信用力が相
対的に低い先住民に対して、政府が積極的な支援をすることで、先住民参加の
再生可能エネルギー事業を促進させている。
　先住民エネルギー・パートナーシップ・プログラムの根幹をなすのが、先
住民再生可能エネルギー基金（Aboriginal Renewable Energy Fund、AREF）
で、組織開発およびパートナーシップのための基金ストリーム（Organizational 
32 先住民融資保証プログラム
http://www.oﬁna.on.ca/algp/index.htm
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Development and Partnership Stream）と、事業開発および許認可のための
基金ストリーム（Development and Approvals Stream）で構成される33。前
者は、組織構築や FIT に申し込むための費用を再生可能エネルギーのプロジェ
クト数に応じて 4 万カナダドルを上限に事業外の外部費用（法律、技術あるい
はファイナンスに対する費用）の最大 80％まで支援される34。後者は 500kW
以上の大規模事業の場合、事業費の 50% を上限に 50 万カナダドル、10 ～
500kW の小規模事業であれば 10 万カナダドルが支援される。
　また協同組合などコミュニティ参加のプロジェクトが対象の、コミュニティ・
エネルギー・パートナーシップ・プログラムにおいても同様の仕組みが設けら
れている35。前者は 4 万カナダドルを上限に法律、技術あるいはファイナンス
に対する費用の最大 80％まで支援される。後者は、10 ～ 500kW の小規模事
業であれば最大 10 万カナダドルが支援される。
　一方で、日本では環境省が一般社団法人グリーンファイナンス推進機構を活
用して、民間ベースの再生可能エネルギー事業など「低炭素社会創出」と「地
域活性化」を重視する事業に対して出資を行う取り組みが始まっている36。「温
室効果ガスの大幅削減を実現し、低炭素社会を創出していくには、巨額の追加
投資が必要で、そのためには民間資金の活用が不可決」であり、「低炭素化プ
ロジェクトは、長期に亘るリードタイムが必要で、また、地域の事業者は資本
力が比較的弱い中小・中堅企業が多く、資金調達面で苦慮している現状がある」
ことがこのグリーンファンド設立の目的だと言える（「　」内はグリーンファ
イナンス推進機構資料より引用）。このグリーンファンドは地球温暖化対策税
33 先住民再生可能エネルギー基金（AREF）
http://www.aboriginalenergy.ca/aboriginal-renewable-energy-fund
34 1 プロジェクトの場合は 2 万ドル、2 プロジェクトの場合は 3 万ドル、3 プロジェ
クト以上の場合は 4 万ドルである。
35 コミュニティ・エネルギー・パートナーシップ・プログラム（CEPP）
http://www.communityenergyprogram.ca/Project_Grants/GrantsFunding 
Streams.aspx
36 一般社団法人グリーンファイナンス推進機構
http://greenﬁnance.jp/gf/index.html
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の税収を元手に、グリーンファイナンス推進機構が総出資金額の 1/2 を上限と
して出資を行うという形で、事業支援を行っている。
　「低炭素社会の創出」と「民間資金の活用」、「地域活性化」が重要な点では
あるが、市民がオーナーシップを持つコミュニティパワーでは必ずしもない側
面がある。ただ、市民ファンドのスキームを活用した市民出資を資本金とみな
すことで、市民参加型のコミュニティパワー的になっている点もある。
6 ．おわりに
　本稿では、カナダ・オンタリオ州における固定価格買取制度を概観した上で、
固定価格買取制度およびそれと関連する制度とコミュニティの発展との関係性
について考察を試みた。
　前半ではカナダ・オンタリオ州における固定価格買取制度における歴史的経
緯に触れた上で、制度の仕組みについて概観した。⑴基本的なスキームと買取
価格について触れた上で、オンタリオ州における固定価格買取制度の特異性で
ある、⑵先住民やコミュニティ参加プロジェクトへの優遇措置、および⑶ロー
カルコンテンツ要求について言及している。
　後半では主に経済的な側面で着目した上で、カナダ・オンタリオ州と日本の
再生可能エネルギーの固定価格買取制度におけるコミュニティ主体の事業への
支援を中心とした制度についての比較を試みた。諸外国の先行事例を考えると、
地域主導の再生可能エネルギープロジェクトを推進する何らかの仕組みが必要
となる。
　カナダ・オンタリオ州の事例では、固定価格買取制度の買取価格に差を設け
ることで、再生可能エネルギーを促進するとともに、地域コミュニティの発展
に結びつけている。
　他方で、日本では地域コミュニティの発展の観点はあまり考慮されていない。
地方活性化が叫ばれる日本において、資金力や人材、ノウハウが不足する地域
のプロジェクトに対して通常より手厚い支援をする体制が必要なのではないだ
ろうか。
136
カナダ・オンタリオ州の再生可能エネルギー政策とコミュニティ
（参考文献）
海外電力調査会（2008）「海外諸国の電気事業 第 1 編 2008 年版」
環境エネルギー政策研究所編（2014）「自然エネルギー白書 2014」
道満治彦（2013）「エネルギー政策再策定下における再生可能エネルギー促進政策の
現状―再生可能エネルギー特措法の政策決定過程から」『立教經濟學研究』67 ⑴: 
77-106
道満治彦（2014）「カナダ・オンタリオ州と日本における再生可能エネルギーの固定
価格制の比較 ―コミュニティパワーへの支援についての一考察―」環境経済・政
策学会 2014 年大会（報告論文）
古屋将太（2012）「『コミュニティパワー』としての自然エネルギー推進体制構築と
その課題」『日立環境財団　環境研究』2012 No.168: 47-54
Adonis Yatchew and Andy Baziliauskas（2011）ʻOntario feed-in-tariff programsʼ, 
Energy Policy, Vol. 39
Chris Adachi and Ian H. Rowlands （2010） ʻThe Role of Policies in Supporting the 
Diffusion of Solar Photovoltaic Systems: Experiences with Ontario, Canadaʼs 
Renewable Energy Standard Offer Programʼ, Sustainability, 2010 No. 2
International Energy Agency （2010） ʻEnergy Policies of IEA Countries ―
CANADA 2009 Reviewʼ
International Energy Agency （2013） ʻENERGY BALANCES OF OECD 
COUNTRIES 2013ʼ
International Energy Agency （2014） ʻWorld Energy Outlook 2014ʼ
Leah C. Stokes （2013） ʻComparing the feed-in tariff incentives for renewable 
electricity in Ontario and Germanyʼ, Energy Policy, Vol. 56
Government of Canada （2002）ʻClimate Change Plan for Canadaʼ
Marion Fraser（2011） ʻGetting it Right – Not Quite – Ontarioʼs Green Energy 
Actʼ, Ontario Sustainable Energy Association Newsletters
Miguel Mendonça, David Jacobs, Benjamin K. Sovacool （2009） Powering the 
Green Economy: The Feed-in Tariff Handbook, Earthscan
Ontario Ministry of Energy （2012） ʻFeed-In Tariff Program Two-Year Reviewʼ
Ontario Power Authority （2013） ʻA Progress Report on Contracted Electricity 
Supply 2013 Third Quarterʼ
Ontario Sustainable Energy Association （2005） ʻPowering Ontario Communities: 
137
千葉大学　公共研究　第 11 巻第１号（2015 年３月）
Proposed Policy for Projects up to 10 mwʼ
Paul Gipe （2010） ʻGrading North American Feed-in Tariffsʼ, World Future 
Council
REN21 （2007） ʻRenewables Global Status Report 2007ʼ
REN21 （2014） ʻRenewables Global Status Report 2014ʼ
Warren E. Mabee, Justine Mannion, Tom Carpenter （2012） ʻComparing the feed-
in tariff incentives for renewable electricity in Ontario and Germanyʼ, Energy 
Policy, Vol. 40
 （どうまん・はるひこ）
 （2015 年 2 月 2 日受理）
